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【研究の背景】 
慢性閉塞性肺疾患（以下 COPD）患者に対する呼

吸リハビリテーション（以下呼吸リハ）は、QOL の向上や
再入院を予防する標準治療であるにも関わらず、普及率
は世界的に低い。外来における呼吸リハはアクセスに限界
があることから、在宅における呼吸リハの推進が望まれてい
る。しかし、本邦において在宅呼吸リハは介護保険により提
供されることが多く、一施設あたりの COPD 患者数が少な
く追跡が困難なことから、在宅呼吸リハを含めた呼吸リハの
利用実態やその効果は十分に明らかになっていない。 
【目的】 
本研究は、柏市の医療・介護レセプト連結データを用い

て、COPD 患者の呼吸リハの利用実態と、再入院率及び
医療介護費との関連を調査し、呼吸リハの現状を明らかに
する。 
【方法】 
柏市（人口約 40万人）の 2012年 4月から 2015

年 3 月までの医科（国保、後期高齢者、DPC、調剤）
及び介護レセプトデータ（個人単位で連結・匿名化済み）
を用いた。2012 年 4 月から 2013 年 3 月までの間に、
COPD（ICD10 コード J41-J44）の診断で入院もしくは
受診が 2回以上あり、COPD関連薬の処方が 2回以上
ある 65 歳以上の者を抽出した。同期間中に死亡・転入・
転出があった者、施設入所中の者、2013 年 4 月時点で
入院中の者は除外した。また、呼吸リハ利用状況と再入
院との関連の分析においては、上記対象のうち 2012年 4
月から 2013年 3月に入院歴のある者を対象とした。 
対象者が入院リハ・外来リハ・在宅リハ（訪問看護・リハ）

のいずれかを利用していた場合を“呼吸リハ利用あり”とし、
利用の有無による利用者の特徴を調査した。また、2013
年 4月～2015年 3月における再入院率及び医療介護

費（歯科除外）と呼吸リハ利用状況との関連を、年齢と
重症度（治療内容、要介護度から判断）を調整変数と
した多変量解析を行い検討した。 
【結果】 
(1) 呼吸リハの利用実態 
対象者 2708 名の平均年齢は 76.8 歳だった。2012

年 4月～2013年 3月における呼吸リハ利用者は、374
名(13.8%)であり、そのうち、外来・入院・在宅リハ利用
者はそれぞれ 187 名（6.9%）、124 名（4.6%）、
109名（4.0%）だった（表 1）。 
(2) 呼吸リハ利用と再入院率との関連 

2012 年 4 月～2013 年 3 月に入院歴のある者は
712名であり、そのうち 2013年 4 月～2015年 3月に
再入院をした者は、全体で 466名(65.5%)、呼吸リハな
し群（n = 497）で 308 名(62.0%)、呼吸リハあり群
（n = 215）で 158名(73.5%)であり、呼吸リハあり群
で再入院率が高かった（表記載なし︔p = 0.003）。単
変量解析で有意に関連のみられた変数および呼吸リハ利
用の有無を変数に入れた多重ロジスティック回帰分析を行
なった結果、呼吸リハ利用と再入院の有無には有意な関
連はみられなかった（表 2︔調整済みオッズ比，1.21︔
95%信頼区間，0.82-1.78︔p = 0.3）。 
(3) 呼吸リハ利用と医療介護費との関連 
  2013 年 4 月～2015 年 3 月の医療介護費の平均
は全体で 230.7±260.0 万円(うち介護費は平均 53.2
万円、医療費は平均 177.5 万円)、呼吸リハなし群で
205.9±230.9 万円(うち介護費は平均 40.4 万円、医
療費は平均 165.4 万円)、呼吸リハあり群では 385.1±
360.0 万円(うち介護費は平均 132.8 万円、医療費は
平均252.3万円)であり、呼吸リハあり群で医療介護費が
高かった（表 3︔p < 0.001）。単変量解析で有意に



2018年（第 22回）研究助成 研究要旨                             

関連のみられた変数および呼吸リハ利用の有無を変数に
入れた重回帰分析を行なった結果、統計的に有意ではな
かったが、呼吸リハ利用群において医療介護費が高い傾向
がみられた（表 4︔標準偏回帰係数 = 21.5（万円），
p = 0.10）。 
【考察】 
本研究では COPD 患者への在宅リハも含めた呼吸リハ

の効果を検証するために、医療介護レセプトデータを用いて、
利用実態および再入院率・医療介護費への影響を調査
した。その結果、COPD 患者に対する入院・外来・在宅リ

ハの普及率は 4.0～6.9%と低く、再入院率・医療介護
費への影響は有意な関連がみられなかった。 
本研究における再入院には、COPD の増悪等によるも

のに限らず全入院を含めたため、呼吸リハの効果を正確に
捉えられなかった可能性がある。本研究班で使用している
DPCデータは傷病名の登録に一部不足がある可能性があ
り、本研究の分析時に入院の原因疾患を正確に捉えるこ
とができないという課題があった。現在、データの再入手を
進めているところであり、入手し次第、呼吸器疾患関連入
院に焦点を当てた分析を進めていく予定である。また、分
析において入院リハ、外来リハ、在宅リハのいずれかを１回
でも利用したことがある場合を“呼吸リハあり”と定義したが、
リハビリの内容や時間・頻度などの密度については、ばらつき
があることが予測される。今後は、呼吸リハの種別や密度を
考慮した詳細な検討を進めるとともに、実際の呼吸リハの
内容について質的な調査も含めた検討を行い、呼吸リハの
推進を目指す取り組みをしていく。 
【結論】 

COPD 患者に対する呼吸リハの普及率は病院・在宅と
もに低く、普及に向けた取り組みが必要である。また、呼吸
リハによる再入院率や医療介護費への効果は確認できず、
今後は呼吸リハの内容を詳細に把握し、効果的な呼吸リ
ハのプログラムに関する検討を行なう必要がある。 

 

 

 

 


